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１．はじめに
　21世紀になってからのe-Japan計画や第4次産業革命
と言われる時代背景を受けて，工学部における知的財
産権（以下，知財と称す）教育の重要性が言われ１），２），
知財関連科目の解説や自主的な取り組みが促されてい 
る３）．また文部科学省の調査4）によれば，知財関連の授
業は増えている．しかしながら，工学部では，専門科目
教育（特に実験実習）に多くの時間が必要であるため，
知財教育には十分な時間がとれない状況５）である．東京
理科大学工学部情報工学科，経営工学科でも30時間２単
位の講義を専門科目（選択科目）として実施しているが，
時間的に応用的な内容に踏み込むのは困難である．しか
しながら，例年，初回講義が始まったときと比較して，
最終講義終了後は，90%以上の学生が満足感や価値あり
感を持つこと６），さらにもっと学んでみたいという気持
ちを持つ学生が多いこと，さらには知財検定を受験した
いと考える学生も多いことなどから（実際に毎年受験者
が何名かは存在する），学生の学びたい気持ちに対応すべ
く，さまざまな学習支援システムを開発，運用し，学生
が自由に利用できるようにして，知財教育の充実を目指

している．本稿では，まずどのようなシステムを開発，
運用しているかを述べた上で，実際に「知的財産法」の
講義を受講している工学部学生の各システムに対する評
価を収集し，学生の学習スタイルと比較して分析する．
そして，どのような学習スタイルの学生がどのようなシ
ステムを好むかを検討し，各システムの機能について考
察する．その上で，今後さらに知財教育を充実させるた
めに，どのような機能を持つシステムを開発して，それ
をどのように学生に提供するのが望ましいかの指針を得
ることを本稿の目的とする．

２．開発・運用しているシステム
２．１　講義ビデオを主体としたシステム
　東京理科大学工学部情報工学科，経営工学科における
「知的財産法」の内容は，法律の基礎知識，日本の法律体
系６時間，知的財産法体系２時間，特許法６時間，実用
新案法２時間，意匠法２時間，商標法4時間，著作権法
６時間（中間試験２時間）である．同講義は全てビデオ
で撮影しており，これを軸として，その内容に関連した
演習を行ったりできる機能などを追加した学習支援シス
テムを開発，運用している７）．講義を休んだとき，出席
していてももう一度見たいときなどにそのビデオを見る
ことができるので，まずその運用の目的の第一は「補習
用」である．講義の受講やビデオの視聴はいわば知識の
インプットであるが，その知識を定着させるために，演
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習も行うことができるようになっていることから，目的
の第二は「講義内容の知識定着のための演習」である．
　受講者はログインページからログインすると，トップ
ページとなり，学習コンテンツを選択すると，コンテン
ツ一覧画面となり，講義映像，講義中に行った小テスト
のpdf，演習ページなどを利用できる．講義映像は，早
送り，巻き戻しなどの機能とともに，再生スピードを自
由に変えられる．また画面クリックでズームにも対応し
ており，例えば，図１の矢印箇所で左クリックすると矢
印箇所がズームされる．また，右クリックすると授業評
価画面となる．さらにさまざまな演習問題を用意してお
り（図２），演習問題で不正解の場合には，ヒントが表
示され，正解の場合は問題の解説が表示される（図３）．
本システムの原型は2004年度に開発し，同年度より運用
を開始し，学生のニーズへの対応や計算機機能の向上に
より，徐々に現在の形になってきた．2013年度からはほ
ぼ図１～３のシステムとして運用している．以後，本シ
ステムをＡシステムと称する．
２．２　法令文を論理式で表現したシステム
　法令文を論理演算可能な論理表現に変換する研究は多
数あり８），９）など，これらの研究は，法令文は典型的な構造
を持つという基本概念をもとにしており，「法律条文は自

然言語ではあるが，目的的に運用される制限言語と考え
ることができる」10）から，ある特定の構造に変換できる
と考えられている．そしてこれらの研究は法令条文の検
索システム，法律エキスパートシステムなどの研究とし
て広く知られている11），12）．そこで著者らは，これらの先
行研究を参考にして，法令文を論理表現に変換すること
を学習支援システムに利用した６）．本システムは自主的
に利用する演習システムであり，論理式を組み合わせて
演習を進めていく．内容的には知財検定３級程度の問題
を扱っている．
　システムの具体的ふるまいは，例えば，発明の要件で
あれば，
　　Ａ ∧ Ｂ ∧ Ｃ ∧ Ｄ ⇒ 発明（INV.） （₁）
　　Ａ：自然法則を利用
　　Ｂ：技術的思想
　　Ｃ：創作

図１　ビデオ視聴画面

図２　演習問題ページ

図５　図4で発明の要件を組み立てた後

図4　演習問題例

図３　正解の場合のフィードバックと解説

図６　フィードバック画面（不正解の場合）
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　　Ｄ：高度
のように書くことができ，特許の要件であれば，
　　INV.∧（ E ∧ F ∧ G ∧ H ∧ I ∧ J） 
　　　⇒ 特許発明（PAT.） （2）
　　Ｅ：産業上利用可能性
　　Ｆ：新規性
　　Ｇ：進歩性
　　Ｈ：公序良俗
　　Ｉ：最先出願
　　Ｊ：明細書記載
のように書くことができることを利用する．図4，５は
特許を受けられるかどうかの問題であるが，そのために
はまず発明であることを導く必要があり（図4），図4
の画面では右側の「関係性」から「発明の要件」を選択
し，左側の「要素」からは（₁）式のABCDを選択する．
　発明の要件を組み立てることができると，画面左側の

「要素」のところに「発明」が加わる（図５）．そこで今
度は右側の関係性から「特許の要件」を選択し，左側の

「要素」から（2）式に該当するものを選択する．要件がう
まく組み立てられなかった場合は，要素がいくつ足りな
かったか，あるいは余剰であったか，などのフィードバ
ックがあり（図６），３度連続で間違うと最終的には正解
がフィードバックされる．本システムは2015年に講義を
受講していない学生の自習用として開発したものである
が，システムは好評であったので６），2017年度より，講
義を受講している学生も利用できるようにしている．た
だＡシステムにおける演習システム（図２，３）とは異な
り，講義と完全に一致しているわけではないので，応用
的内容を学習したい学生を中心に利用されているようで
ある．以後，本システムをＢシステムと称する．
２．３　法令文を論理回路で表現したシステム
　本システムはＢシステムとシステムの内部制御構造的
には同じであるが，工学部情報工学科（2016年度開設）
では論理回路等の講義があり，学生は論理思考が得意で
あることから，論理回路そのものをユーザインタフェー
ス（UI）に利用したシステムを2017年度に開発した．演
習システムであることはＢシステム同様であるが，図７，
８に示すように，（₁），（2）式を論理回路で示し，まず図
７の関係を組み立て（Ｂシステムの図4に対応），その上
で図８の関係を組み立てる（Ｂシステムの図５に対応）．
学生は論理素子の入力に１，０を入力して，図９のように
関係性を組み立てていく．図９は新規性の判断を新規性
の例外とともに考える問題である．正誤のフィードバッ
クも論理素子と論理回路を使って行われる．講義受講学
生も本システムを2018年度より利用できるようになって
いる．Ｂシステム同様，講義と完全に一致しているわけ
ではないので，その利用状況はＢシステム同様である．
以後，本システムをＣシステムと称する．
 
３．学生のシステム評価
３．１　システムの利用と評価
（₁） Ａシステムの利用状況
　Ａシステムは例年非常によく利用されている．2013年

～2018年度の利用状況を表１に示す．「ログイン人数」
は，最終試験受験者中，一度以上ログインした人数，「ロ
グイン割合」はログイン人数／最終試験受験者数である．
履修登録者数ではなく，最終試験受験者数としたのは，
例年１～２名程度履修登録のみして一度も講義を受講に
来ない学生がいるためである．またアクセス総数は，同
じ学生が何度もログインすればそれを全てカウントした
ものである．受講者が極端に少なかった2016年を除き，
ほぼ７割以上の学生がシステムにアクセスしていること
がわかる．また，例えば．2013年度はアクセス総数が343
回で，かなり頻繁にログインがなされている．システム
へのアクセスは全くの自由で何らの強制はしていない
が，ログイン延べ日数（一人以上アクセスのあった日の
合計）は例年100日を超えることが多い．特に中間テス
ト，期末テスト直前は例年１～３日の間に全受講者の70
～80%程度が何度もアクセスしている．

図７　発明の要件

図８　発明を含む特許の要件

図９　UIに論理素子を用いた演習システム
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（2） 学生の各システムに対する評価
　講義「知的財産法」を受講している学生のＡシステム
に対する評価は例年高いが，Ａ～Ｃ全てのシステムが使
えるようになった2018年度（最終試験受験者数37名）の
各システムに対する評価を図10に示す．
　いずれのシステムも「全くよくない」と回答した学生
は一人もいなかったが，Ａシステムが最も高い評価であ
った．システム評価の理由を自由記述で尋ねたが，主た
るものは以下のとおりであった．
　（a） Ａシステムの評価
　・ 速度調整や拡大縮小ができて，使いやすかった．
　・ 授業で聞きのがした箇所を確認し直せるのでとても

役立っている．
　・ 中間，期末テストへの対応という意味で一番使いや

すい．
　・ テストが近づいて来たらしっかりとした復習ができ

て便利．他の授業でも使ってくれればいいのに…
　・ 講義中，ノートを取ることに必死で，話をしっかり

聞いていなかったときに大変役に立った．
　以上に代表されるように，講義を受講している学生に
とっては，単位取得という目的があり，知的財産法に関
する知識取得というより，まずはテストで良い点を取り
たいと考えた場合にはＡシステムが最も役に立つという
ことであろう．Ａシステムをあまりよくないと回答した
学生は１名のみであるが，その理由として「システムが
重く，うまくアクセスできないことがある」であったこ
とから，このような学習支援システムの運用においては，
多人数同時アクセス時のサーバ負荷問題についても考慮
する必要性が示唆される．
　（b） Ｂシステムの評価
　　Ｂシステムに対する高評価の理由は，
　・ Ｂシステムは授業の内容の理解度をチェックできる

ので良い．
　・ 発想がよく，おもしろい．
　・ 勉強しやすい．
　・ フィードバックを受けながら解き進められるのが良

い．

　・ 「～である」「～でない」などを書かれているとわか
りづらいので，単語と論理式で表現されているとす
ごくわかりやすい．

　・ 一人で何も参考資料がなくてもいいので便利．
が代表的なものである．一方，低評価となる理由は，
　・ 内容を理解することには役立つと思ったが，中間，

期末試験の記述問題のための学習としては対応でき
ないと感じた．

　・ 学習者がある程度の知識（特許の要件等）を持って
いることが前提になっていて０からの学習に向いて
ない．

などであった．つまり，使いやすいと感じる学生がいる
一方，中間・期末テストに直接役立たないと感じて低評
価である学生もいる．しかし，元々Ｂシステムは，講義
で知財に興味を持った後，知財検定などを受験したいと
考える学生のために開発しているものであるから，今後
もそうした使い方を学生に勧めたい．
（c） Ｃシステムの評価
　　Ｃシステムに対する高評価の理由として，
　・ 全体像を理解できるのが良い．
　・ テスト勉強の仕上げとして，知識をアウトプットす

る作業によい．
　・ 発想がすばらしく，工学部学生向き．
　・ UIのデザインがよい．
　・ 条文の要点を視覚的に理解しやすくしている点に感

銘を受けた．
　・ 条件のもとでどこにおいて条件に適応できなくなる

のかが視覚的にもＣがわかりやすい．
などの記述があった．一方，低評価の理由として，
　・ 予備知識があれば使いやすいかもしれないが，講義

の復習には使いにくい．
　・ MIL（注　ここではMIL記号（論理記号）を指して

いる）で理解するには慣れていないと難しい．
などが挙がった．Ｂシステム同様，中間・期末テストに
直接つながらないことが低評価の理由であるが，Ｃシス
テムは元々ＢシステムのＵＩ改善と工学部学生の論理思
考に合わせて開発しているものなので，講義後にさらに
知財に関する知識を深めたいと考える学生に使って欲し
いと思っている．また講義を受講しないで，独学で学習
する学生にとっては役に立つのかもしれない．
　先行研究において，工学部学生にとっては，法律の条
文集を読むより，条文を論理式や論理回路で示した方が
わかりやすいという結果も出ており13），かつ今回の調査
では，このようなシステムはＡ，Ｂ，Ｃ全ていつでも使
えるようにしておくことを望む学生が34名（2018年度受

表１　Ａシステムへのアクセス数

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
最終試験受験者数 55 72 48 22 30 37

ログイン人数 39 54 40 11 26 35
ログイン割合 0.709 0 .750 0 .833 0 .500 0 .867 0 .946
アクセス総数 343 461 373 67 246 350前後*

*サーバ過負荷時あり；その分カウントできず

Cシステム
Bシステム
Aシステム

0％

全くよくない あまりよくない ややよい 非常によい

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

図10　学生のシステム評価
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講者37名中）であったので，今後も知財教育の充実と質
保証のために，講義＋Ａシステム，その後の継続学習や
独学のためにＢ，Ｃシステムという使い方で学生にとっ
ての利便性をはかり，さらにシステムの機能の充実をは
かっていく予定である．
（3） 各システムの利用頻度とシステム評価
　2018年度受講学生のシステムの利用頻度（１. 全く使
わなかった～4. 非常によく使った）を尋ね，これを１
～4点の得点と考え，またＡ～Ｃシステムの評価を「１. 
全くよくない～4. 非常によい」の１～4点の得点と考
えて相関を算出した．結果を表２に示す．なお，厳密に
は得点とは言えないので，順位相関も算出した．この結
果から，Ａシステムをよく利用している学生はＡシステ
ムを高評価するなど，システムの利用頻度とシステム評
価には正の相関があることがわかる．このことから実際
に利用すれば各システムの長所が見えてくると考えられ
る．しかしこの結果はあくまでも相関であり，因果関係
ではないので，よく使って（良さがわかったから）高評
価であったとも考えられるし，システムが気に入ったか
らよく使ったとも考えられる．
３．２　学生の学習スタイルとシステム評価の関係
　そこで次にどのような学習スタイルを持つ学生に各シ
ステムが高評価されるのかを検討した．どのような学習
スタイルの学生にどのような教育方法を採用するのが効
果的であるかを検討するために，学生に学習スタイルを
問う21問からなるアンケートを毎年実施している．2018
年度も上述37名に実施した．本節では，次の３つの質問
への回答とシステム評価との関係を分析する．
　（a ） 問題演習（例えば問題集）を始めるのは，まず，

その単元の内容を完璧に理解できたと自分が思った
ときである．

　（b ） 問題演習（例えば問題集）を行いながら学んでい
くのが好きだった．単元の内容があまり理解できて
いなくても，問題演習を行いながら，模範解答を読
んで，その説き方を覚えるのが好きだった．

　（c ） 問題を解くときは，問題文をあまりじっくりとは
読まない．

　回答選択肢は，いずれも「１. 全くあてはまらない　２. 
あまりあてはまらない　３. 少しあてはまる　4. 非常
にあてはまる」である．（a）に肯定的な回答である学生
は知識を完全にインプットしてからアウトプット訓練に
入る学生であるので，知識獲得重視型と名付け，（b）に

肯定的な回答である学生はアウトプット訓練を行いなが
ら知識の獲得をするので，問題演習重視型と名付けた．
３．１節（3）同様，Ａ～Ｃシステムの評価を「１. 全くよ
くない～4. 非常によい」の１～4点の得点と考えて相
関を算出した．順位相関を算出したのも同様である．結
果を表３に示す．
　Ａシステムは知識獲得重視型の学習スタイルを持つ学
生は統計的に有意に高評価であり，問題演習重視型の学
習スタイルの学生は有意ではないが，むしろＢ，Ｃシス
テムを高評価したことがわかる．また問題演習重視型の
学生は，Ａシステムの利用にあたってもビデオ視聴では
なく，演習システムを長く利用していた．
　また（c）に肯定的な学生はとにかく問題の解答を早く
出したい学生であるが，これも同様に相関を算出した．
結果を表4に示す．いずれも有意ではないが，早く問題
の解答を出したい学習スタイルの学生はＢまたはＣシス
テムを高評価する傾向にあることがわかる．
　Ｂ，Ｃシステムの開発の趣旨は，前項（2）で述べたよう
に，講義を聞いた後，知財に興味を持った学生が知財検
定等を受験するために役立ててもらいたいというもので
あったが，本項の分析結果は，学習スタイルによっては，
講義を聞いてＡシステムを使うという方法ではなく，講
義を聞いていてもＢ，Ｃシステムの使用が推奨される場
合もあることを示唆している．
３．３　Ａシステムの利用頻度と成績の関係
　2018年度の期末試験終了後にＡシステムの利用頻度
（前節（3）に同じ）を１～4点の得点と考え，テスト得点
（講義中の課題提出などを含む最終成績評価ではない；
以下，テスト得点と称す）を比較した．テスト得点の平
均点より上位の19人と下位の18人に分け，利用状況の平
均値の差の検定を行ったところ，上位群3.211，下位群
2.722で統計的に有意ではなかったが（t=1.841，df=35，
p=0.074），上位群の方がよく利用している傾向が認めら
れた．さらにテスト得点が80点以上の13人と70点未満の
13人を比較すると，上位群3.231，下位群2.615で上位群

表２　各システムの利用頻度とシステム評価の相関
　　　（単相間；（　）内は順位相関）

利用頻度
評価 Ａシステム Ｂシステム Ｃシステム

Ａシステム 0.709**

（0 .669）**
-0 .187
（-0 .152）

-0 .268
（-0 .226）

Ｂシステム -0 .063
（-0 .056）

0 .648**

（0 .623）**
0 .535**

（0 .520）**

Ｃシステム -0 .234
（-0 .236）

0 .482**

（0 .444）**
0 .641**

（0 .610）**

無相関の検定：*p<0.05　**p<0.01

表３　学習スタイル別のシステム評価の相関
　　　（単相間；（　）内は順位相関）

評価
スタイル Ａシステム Ｂシステム Ｃシステム

知識獲得重視型 0.441*

（0 .495）**
-0 .012

（-0 .051）
-0 .144

（-0 .165）

問題演習重視型 -0 .442*

（-0 .409）*
0 .227

（0 .227）
0 .192

（0 .189）
無相関の検定：*p<0.05　**p<0.01

表4　問題文をよく読むかどうかとシステム評価の相関
　　　（単相間；（　）内は順位相関）

評価
スタイル Ａシステム Ｂシステム Ｃシステム

問題文をあまりじっ
くり読まない

-0 .229
（-0 .255）

0 .292
（0 .252）

0 .183
（0 .208）

無相関の検定による
p値

0.200
（0 .151）

0 .099
（0 .157）

0 .309
（0 .245）
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が有意にシステムを多く利用していた（t=2.204，df=23，
p=0.038）．つまりシステムをよく利用している学生の方
が成績はよい可能性があることが示唆された．元々本領
域が得意な学生（潜在的に高得点を取る学生）が本シス
テムを長く使っていた可能性も否定できないが，この場
合でも本領域をよく理解している学生が本システムに価
値があると思い長時間使ったとも考えられ，本システム
が教育の質向上に寄与することを示唆している．

４．まとめと今後の課題
　本稿では，知的財産法の講義を受講している学生向け
に開発，運用している学習支援システムについて紹介
し，受講者の利用状況とシステム評価について比較分析
した．その結果，Ａシステム（講義ビデオに各種の機能
をつけたシステム）は講義を受講している学生に高評価
であった．さらにＡシステムは知識獲得重視型の学生に
は高評価であり，Ｂシステム（法令文が論理式で表現で
きることを利用したシステム），Ｃシステム（Ｂシステ
ムのUIを論理素子と論理回路で表現したシステム）は，
問題演習重視型の学生に高評価であった．ただ，システ
ムの利用頻度と評価には高い相関があるので，実際によ
く使えば評価は高まると思われる．また学生は全てのシ
ステムをいつでも使えるようにすることを望んでいるの
で，定期的にシステム評価を行い，システムの改良を進
めていく予定である．さらにＡシステムをよく利用して
いる学生の方が好成績である傾向が認められたので，今
後は利用が進むと思われるＢ，Ｃシステムの利用頻度と
成績の関係の分析も進めていく．そして学生の学習スタ
イルと各システムの利用方法及び知識の獲得状況相互の
関係をより詳細に分析して，学生の特性に適応したシス
テムを追究し，学生の学びたいという要求に応えられる
質の高い知財学習支援システムを提供していきたい．
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